

































































いる。キヤノンは 2016 年度に引き続き 2017 年度も首位の座を防衛している。





1 度目は 2003 年 11 月 28 日（インタビュイー：古田清人氏（グローバル環境推進本部　環境統括・技術セン
ター　環境企画部部長），宮島一樹氏（環境統括・技術センター　環境企画部　環境企画課課長），梅山雅子
氏（環境統括・技術センター　環境企画部　環境企画課）），2 度目は 2009 年 8 月 27 日（インタビュイー：
古田清人氏（環境本部環境企画センター　センター所長），3 度目は 2015 年 12 月 1 日（インタビュイー：古
田清人氏（環境統括センター所長）に行った。インタビュワーは筆者が中心であり，調査場所はキヤノン株
式会社本社（東京都大田区下丸子 3 丁目 30 番 2 号），インタビュー所要時間はいずれも約 1.5 時間である。
（4） 同社の発行する有価証券報告書によれば，当連結会計年度の海外での売上高は連結売上高の 78.3％を占める
（第 117 期：平成 29 年 1 月 1 日から平成 29 年 12 月 31 日まで）。
―84―


























　内部環境マネジメント・コントロールは大きく 2 つの分野からなる。1 つは組織全体の


























































1937 年 8月から 1945 年 8月まで）：創業から終戦（経営理念の醸成）まで，第 2期（成
長期：1945 年 10 月から 1986 年末まで）3 つの経営理念の策定（「実力主義」，「健康第
一主義」，「新家族主義」）から創業 50 周年まで，第 3期（成熟期：1987 年 1月から現在
まで）第二の創業（「共生」の経営理念の制定）以降に区分して時系列的な展開を叙述し
ていくことにしよう。
3-1．創業期（1937 年 8月から 1945 年 8月まで：技術志向から三自の精神）
3-1-1．創業期における経済バリューズの展開（三自の精神）
・自発，自治，自覚（三自の精神）　
　キヤノンの前身である精機光学工業株式会社の設立は 1937 年の 8 月であるが，同社の



































大和光学製作所との合併の話が持ち上がった。1944 年 4 月に吸収合併の事務が完了し，


















めた。目黒工場に隣接した地所に 2 階建ての寄宿舎（賄いつき）を建設し，43 年には 2


























部社史編纂室2012a）。そして 1962 年 1 月発行の QC 手帳の中で初めて明文化され，その
後行動指針や社歌などにも織り込まれ，現在も同社の組織文化として色濃く根付いている。
　次期（第 2 期：成長期）の終戦後に御手洗毅社長は「3 つの経営理念」（「実力主義」，「健
康第一主義」，「新家族主義」）を制定する。次節ではこの制度化にむけるプロセスを検討
していくことにしよう。
3-2．成長期（1945 年 10 月から 1986 年末まで : 優良企業）
　1945 年 8 月末から日本各地で軍事施設の接収が開始し，連合国軍が進駐し始めると，
彼らが日本製のカメラに大きな関心を抱いていることが明らかとなった。こうして始まっ



















　この頃同社の特許・実用新案の出願件数は 36 件であり（1953 年当時），その後数年間
で倍増し，1961 年には 86 件，さらに 1962 年には 144 件に急増した。製品多角化の影響
から，様々な特許や実用新案が出願・登録されたのである。この時期に日本のカメラ輸出
は順調に拡大し，1961 年には約 72 億円に達した。世界のカメラ輸出額全体（主要工業国
13 カ国の合計）にしめる日本のシェアも 1950 年度の 5.4％から 1958 年には 37.2％にまで
急上昇していた（14）。
　1976 年には優良企業構想が掲げられ，以後 2～3 年の間に日本を代表する優良企業にな
る方針が打ち出された。1980 年以降は長期不況の中で，同業他社の多くも減益を強いら
れる状況の中，円安に支えられ同社は 1982 年に売上高 3,000 億円を突破し，経常利益は











　事業再開の半年後の 1946 年 4 月の精機光学工業は就業規則を制定し，その中で給与も















（14） なお日本製カメラの輸出額に占めるキヤノンのシェアは 1957 年が 17.2％，1961 年には 19.8％となった（キ
ヤノン株式会社企画本部社史編纂室2012a）
―90―




























の基盤確立を目指し，第 1 次グローバル企業構想（1988 年から 1992 年）をスタートさせた。
1988 年における連結子会社は 51 社であり，持分法適用子会社は 14 社で，連結財務諸表
に影響しない関連会社を含め，キヤノングループは 140 社で構成されていた。1995 年に
なると連結子会社が 108 社，持分法適用子会社が 8 社，その他関連会社を含めキヤノング
ループを構成する会社数は 289 社で，この間に約 2 倍となった。地域別の連結売上高で見
ると，海外売上高比率が 1988 年から 1995 年まで 70％前後で推移した。同社がグローバ
ル企業を標榜し，環境経営を前面に掲げ出したのは，こうした動向をふまえていたのであ
る（16）。



















　こうした経営改革にともなって 1995 年末時点で 1 兆 5,600 億円あまりだった同社の時
価総額も，2005 年 12 月には 6 兆 1,300 億円に達した。これは日本企業の順位としては 9





EQCD 思想とは，Ｅ（Environment: 環境保証），Ｑ（Quality: 品質），Ｃ（Cost: 原価），
Ｄ（Deliverly: 納期）の頭文字で，後に続く 3 つに優先する課題として環境保証を位置付
けた。ここで環境保証とは，環境保護（Protection）という守りのイメージから一歩ふみ
出して，保証（Ａ：Assurance）という積極的な姿勢を込めている。この考え方にもとづ


































コンセプト 経済バリューズ CSR バリューズ 次元
第 1 期 三自の精神 技術重視 健康第一主義（特徴事例：社長自ら社員全員を健康診断） 個人レベル





































































































































与えないが，このシステム導入によってトナーの飛散量を 10 分の 1 に削減できるとともに，工員の人数の
大幅な低下からコスト削減も実現できた（従来約 50 名から約 15 名（2019 年 3 月末日現在））。さらに従来の
トナー解体にともなう大きな騒音問題解消にもつながった。
―96―
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を和らげることにあるのかもしれない。ただ近年の CSV 実践（ESG 投資等）は経済活動













・BarnardC.I.1938.The Functions of the Executive.HarvardUniversityPress.
・ScheinE.H.，DeLisiP.，KampasP.andSonduckM.2003.DEC is dead: Long live DEC: 
The lasting legacy of Digital Equipment Corporation.Berrett-Kohler.

















千葉商大論叢　第 59 巻　第 2号（2021 年 11 月）
〔抄　録〕
　本稿では事例企業キヤノンの内部環境マネジメント・コントロール・システムの構造を
明らかにすることを目的とする。調査から同社の中核的価値は「技術」にあるとしたが，
こうした経済バリューズの追求のみでは，企業構成員から持続的な貢献をもたらすことは
難しい。事例企業は経済バリューズの追求・実現とともに，CSR バリューズをその対立
軸とし，各期内だけでなく期間にわたる均衡（バランス）もとるように活動内容を充実さ
せていた。現在事例企業は経済活動のグローバル化にともない，一企業体のみではとうて
い解決しえない地球環境問題への取り組みを重視し始めている。これは同社の経済活動が
それほどまで大規模化したことを含意している。つまり企業の経済活動と CSR 活動は表
裏一体のものとして取り組んでいくことが，長期継続的な企業経営にとって有効であると
主張した。さらに多次元・両極という均衡的な同社の組織文化構造は，他社に容易に模倣
しえない競争優位性を発揮していると指摘した。最終的にこうしたシステムの構造分析を
ふまえ，同社の今後に有効な環境戦略・マネジメント・コントロールの展開方向性を提言
した。
―99―
安藤　崇：内部環境マネジメント・コントロール・システムの構造
